
与
税
の
基
礎
控
除
は
、
１

年
間
（
１
月
１
日
〜
12
月

31
日
）
に
受
け
取
っ
た
財
産
の
う

ち
１
１
０
万
円
ま
で
を
非
課
税
と

す
る
制
度
で
、「
暦
年
課
税
」
と

も
呼
ば
れ
る
。

　
金
額
は
受
贈
者
ご
と
に
判
定
さ

れ
、
贈
与
者
が
複
数
い
て
も
受
贈

者
は
合
計
１
１
０
万
円
ま
で
は
非

課
税
と
な
る
が
、
超
え
た
部
分
に

対
し
て
超
過
累
進
税
率
（
10
％
〜

55
％
）
で
贈
与
税
が
課
さ
れ
る
。

年
間
の
贈
与
額
が
１
１
０
万
円
以

下
で
あ
れ
ば
、
申
告
は
不
要
だ
。

　
基
礎
控
除
は
「
贈
与
す
る
人
ご

と
」
で
は
な
く
、「
贈
与
を
受
け

る
人
ご
と
」
に
適
用
さ
れ
る
た
め

少
額
の
財
産
を
移
転
し
や
す
く
、

相
続
税
対
策
と
し
て
利
用
さ
れ
る

こ
と
が
多
い
。

加
算
対
象
期
間
が
７
年
に

　
以
前
は
相
続
開
始
前
３
年
以
内

の
贈
与
は
、
こ
の
非
課
税
枠
１
１

０
万
円
以
内
の
贈
与
も
含
め
て
相

続
税
の
計
算
に
持
ち
戻
さ
れ
て
い

た
が
、
２
０
２
４
年
１
月
以
降
の

贈
与
か
ら
は
加
算
対
象
期
間
が
段

階
的
に
延
長
さ
れ
、
７
年
間
と
な

っ
て
い
る
。

　
た
だ
し
、
延
長
し
た
４
年
間

（
相
続
開
始
前
３
年
超
７
年
以
内
）

に
受
け
た
贈
与
に
つ
い
て
は
、
合

計
１
０
０
万
円
ま
で
相
続
財
産
に

加
算
し
な
い
。
そ
の
た
め
、
相
続

税
対
策
と
し
て
生
前
贈
与
を
活
用

す
る
際
は
基
礎
控
除
だ
け
で
な

く
、
相
続
税
と
の
関
係
も
踏
ま
え

て
計
画
的
に
行
う
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。

相続税相続税をを軽減軽減するする
基本的基本的なな手法手法をを
理解しよう理解しよう

贈

佐藤正明 税理士／
社会保険労務士

　ここでは、相続税対策に有効な税制について「生前
贈与による対策」と「相続税評価額の圧縮による対
策」に分けて解説する。

生
前
贈
与
に
よ
る
対
策

１
年
間
に
受
け
取
っ
た
財
産
の
う
ち

１
１
０
万
円
ま
で
が
非
課
税

11
贈
与
税
の
基
礎
控
除
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続
時
精
算
課
税
制
度
は
、

60
歳
以
上
の
父
母
・
祖
父

母
（
直
系
尊
属
）
か
ら
18
歳
以
上

の
子
や
孫
（
直
系
卑
属
）
へ
の
贈

与
に
つ
い
て
選
択
で
き
る
特
例

で
、
年
齢
は
贈
与
す
る
年
の
１
月

１
日
時
点
で
判
定
す
る
。

　
こ
の
制
度
を
選
択
す
る
と
、
贈

与
額
の
累
計
２
５
０
０
万
円
（
特

別
控
除
）
ま
で
非
課
税
と
な
り
、

超
え
る
部
分
に
は
一
律
20
％
の
贈

与
税
が
課
さ
れ
る
。

十
分
に
吟
味
し
て
選
択

　
非
課
税
と
な
っ
た
贈
与
財
産

は
、
贈
与
者
の
死
亡
時
に
相
続
財

産
に
加
算
さ
れ
、
相
続
税
で
精
算

さ
れ
る
た
め
、
相
続
対
策
と
し
て

の
効
果
は
限
定
的
だ
っ
た
。

　
し
か
し
、
２
０
２
４
年
か
ら
相

の
特
例
は
婚
姻
期
間
20
年

以
上
の
夫
婦
間
で
、
居
住

用
不
動
産
ま
た
は
そ
の
取
得
資
金

を
贈
与
し
た
場
合
に
利
用
で
き
る

制
度
で
あ
る
。
暦
年
課
税
の
基
礎

控
除
１
１
０
万
円
と
は
別
枠
で
、

最
大
２
０
０
０
万
円
ま
で
贈
与
税

が
非
課
税
と
な
る
。

　
対
象
と
な
る
不
動
産
は
居
住
用

不
動
産
に
限
ら
れ
、
贈
与
を
受
け

た
配
偶
者
が
翌
年
３
月
15
日
ま
で

続
時
精
算
課
税
制
度
に
も
年
間
１

１
０
万
円
の
基
礎
控
除
が
新
設
さ

れ
、
こ
の
範
囲
内
の
贈
与
は
相
続

財
産
へ
の
加
算
対
象
に
も
な
ら
な

く
な
っ
た
。

　
改
正
前
に
比
べ
て
利
用
し
や
す

く
な
っ
た
と
い
え
る
が
、
こ
の
特

例
を
一
度
選
択
す
る
と
、
そ
の
当

事
者
間
で
は
そ
の
後
の
贈
与
は
す

べ
て
相
続
時
精
算
課
税
制
度
で
課

税
さ
れ
、
年
間
１
１
０
万
円
の
基

礎
控
除
が
適
用
さ
れ
る
暦
年
課
税

に
戻
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
の

点
に
は
注
意
が
必
要
だ
。

　
将
来
の
相
続
や
資
産
状
況
を
十

分
に
吟
味
し
、
収
益
不
動
産
や
値

上
が
り
が
見
込
ま
れ
る
財
産
、
ま

た
は
早
期
に
財
産
を
移
転
し
た
い

場
合
な
ど
に
活
用
を
ア
ド
バ
イ
ス

す
る
の
が
適
切
で
あ
る
。

に
実
際
に
居
住
し
、
そ
の
後
も
引

き
続
き
居
住
す
る
見
込
み
で
あ
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

課
税
価
格
減
少
に
有
効

　
こ
の
範
囲
内
で
あ
れ
ば
贈
与
税

が
か
か
ら
な
い
一
方
、
贈
与
後
は

居
住
用
不
動
産
の
名
義
変
更
の
登

記
費
用
が
必
要
と
な
り
、
不
動
産

取
得
税
な
ど
の
負
担
が
生
じ
る
場

合
が
あ
る
。

　
相
続
対
策
と
し
て
は
課
税
価
格

を
減
少
さ
せ
る
こ
と
が
有
効
で
あ

り
、
そ
れ
に
は
こ
の
特
例
を
利
用

す
る
こ
と
が
効
果
的
だ
。

　
つ
ま
り
、
生
前
に
自
宅
の
名
義

を
配
偶
者
へ
移
す
こ
と
が
で
き
、

「
内
助
の
功
」
を
表
し
つ
つ
、
配

偶
者
の
生
活
基
盤
を
守
る
こ
と
も

で
き
る
の
で
あ
る
。

相

こ
暦
年
贈
与
と
は
別
枠
で

２
０
０
０
万
円
ま
で
非
課
税

33
贈
与
税
の
配
偶
者
控
除
の
特
例

贈
与
額
の
累
計
が

２
５
０
０
万
円
ま
で
非
課
税

22
相
続
時
精
算
課
税
制
度
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